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國 行政法は・アメリ・カにおいては新 しい法分野 であ り,同法府 と立法府以クゆ 傘ての機関の活動 を
対 象 とす る最 も広 い法領域 を取 り扱 ってい る。 た と え ば,環 境 保全 庁(EnvironmentalProtection
Agency)に関する問題は・環境法 の分野 の問題であるが;広 い意味で行政法の研究対象 とされ て お
り・ 全 国 労 働 関 係委 員 会(NationalLabourReratlonsBoard)に関 す る問 題 も,労 働 法 り分 野 の 問 題
であると同時に行政法の分野の問題である。また,地 方公共団体の執行機関の機能に関す る問題 もf
広義では行政法の研究対象の分野に含まれている。
アメ リカにおいて も,わが国 の場合 と同 じく,行政法は統マ的塗法典蒸な亀1種 々㊤行政手続や行
政規則か ら構成 されている。すなわち,20年以上前 に,行政手続は,行 政委員会などの行政機関が設
立 された背景にある社会的要請 と,実際に生 じた問題 を処理する必要性 に対応 して変化 し1様々な態
様 の ものがあ るとい うご とが指摘 された(PaulM..Herzo9)が,・'この よ う・な指摘 がな され た後 に1行
政 作用 に関 す る研究 が盛 ん とな り,行 政 法 とい う一 つ の体系 の中 に労 働法,租 税法,'.公企業法 な どを
すべて包括的に捉 えてい くとい.うよ うな見解は現実 に合致 しな くなったのではないか とい うことが指
摘され,ま た,行政手続 という概念で一般的 に包括できるよ うな手続が実際に存在するか否か疑問で
あ るとす る見解 もあ る(Robert'L.Rabin)。,
このよ うに,行 政法 の内容が,労 働法,租 税法,公 企業法 な どの分野 に分 化 し,'独立 してきでい る
にもかかわ らず・さらに,行政法の範囲 を拡大 していこうとする見解,たとえば,警察 とか検察行政な
どの刑事法 の特定分 野 の問題 ㌫ 行 政法 の重 要 な問 題 であ る とす る見解 もあ る(KenneこhC,Davis)。





は否定 できないが,個 々の独立の行政委員会だけでは行政全体を処理することはできな くなってきて
い る。
また, かって,行政活動の分野では行政 規制の問題が重要な課題 であったが,現 在では給付活動の
分野が重視されている。 このため行政法学者は,行 政法を細分化 し,各分野 ごとの行政手続を研究 し
よ うとしている。た とえば,行 政活動 を規制行政(す なわち経済的規制)と 非規制行政 ・(すなわち社:
会福祉) とに分 け,こ の規制 の方式 として,た とえば,「行政処 罰」,「料 率,許 認可,そ の他 の 行 政
処分」,「琿境 お よび公共 の安 全 に関 す う決定 」,「資金 の貸与,付 与,助 成,扶 助 」,「調査,承 認」 お
よび 「計画 作成 お よび政策作成 」 をあげてい る見解 もあ る(PaulR.Verkuil)。
このよ ケに,行政法 の対象分野が拡大するに伴い,そ れ を内容的に組分化 しようとす る考えが展開
され る「方,'行政法 や行政 手続 を統 一 しよ うとす る動 きも全 くな いわ けで はない。 た とえば,連 邦 の
段 階 で は,1946年 に,行 政 手続 法(AdministrativeProcedureAct(APA))が制 定 され て お り、 こ れ
は, 独立規制委員会 をも含む連邦 の行政機関 に適用 されている。また,州 に:おいて も,州 の行政手続
法, 行政法典 あるいは行政手続に関する一般法 を制定 している場合が多 くなっている。全国統一州法
■
に関 す る委 員 会(TheNationalConferenceofCommissionersonUnitedStatesLaves)が起 草 した
キ デ ル 州 行 政 手 続 法(MbddStateAdministrertiveProcedureAct)を,1979`まで に27の州 と コ ロ
ンビア地 区が採択 し亡い る。
さらに,裁 判所 も,判例を通 じて行政法理論 を発展 させてきている。た とえば,憲 法上の正当手続
る 。




隔 アメ リカの行政法理 論 の動 向は,ア メ リカ行政 手続法 の動 向 であ る とい って もよい。 ア メ リカ の
行 政 法 は,「 行 政過 程 」(administrativeprocedure)とそ の 司 法 審 査(judicialreview)の発 展 と と も
に歩 んで きたか らであ る。
ア メ リカの連邦行政 の段階 において,行 政手続 とその司法審査の問題が とくに論 じられるようにな
つ た の は,い うま で もな く,い わゆ る独 立 規 制 行 政 機 関(independentregulatoryagency)の規 制 機
能 (regulatory"function)が強 化 され る に い た った か らで あ る。'具体 的 に は,1887年 の州 際 通商 委 員
会の発足以来のことである。南北戦一争後のアメ.リカの高度の資本主義の発達 に伴 う矛盾の是正は,行
政庁, とくに独立行政委員会に委ね られたのである。
しか し,・アメ リカにおいて は,行 政庁 が私権 を制 限す る とい うこ とは重大 な問題 で あった。 す なわ
ち, (1アメ リカの司法的 伝統 に反 す るこ と,(2)行政庁 によ り取 引 の自由な どを制限 す るこ とは,財 産
権に対す る重大 な侵害 となること,㈲法律上 も,行政庁が法律問題を決定することには問題があるζ
と, な どが指摘 され た。 この問題 について,当 初 は消 極的 な態 度 を とる ものが多 く,と くに,伝 統的
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な司法理論 に固執 す るア メ リカ法 律家協会(ABA)は,そ の代表 的な もので あ った。 こ こに,伝 統
的司法の見解に立脚 して行政権の拡大に反対する見解(保 守派)と 行政権の拡大を必要悪 として是認
し,行政の要求をみたすための行政庁 の手続 を司法手続 から独立せ しめタ うとする見解(進 歩派)と
が対立 す るにいた った。
この両者の見解の妥協 として,準 立法的機能,準 司法的機能,お よび執行機能の三機能 を同時 に有
する行政委員会が創設 され,こ れ と対応する司法審査制度が確立 された。
二 また,・第:一次 世界大戦後 の経済 の混乱,と くに1929年の世 界懇懐 の克 服 のため に揖用 され たニ ュ
ー ・ディール政策 の実施 は,行 政 庁 の致 の増 大,規 制対 象 の増加 を もた らした。 この ため,各 行政 庁
の行政手続 も統一 を欠 き,混 乱が生 じた。 ここに,行 政手続の統一 と司法審査方式 による行政の統制
が問題 とな る にいたった。 か く して,保 守 派 の代表 であったABAも,.1933年,行政 手続 ρ立法 化 を
容認せざるを得な くな り・1936年に現行の導邦行政手続法方式の採用を是認 した。
このよ うに,ABAの 態 度 を変更 せ しめたのは,ル ー ズ ヴェル ト大統領 の二x一 ・デ ィール政 策 の
ある程度の成勇と経済の未定であった。そ して,こ の保守派 と進歩派の妥協 によ り,司法長官 の行政
手 続 に関 す る委 員 会(AttorneyGeneral'sCommitteeonAdministrativeProcedure)が設 置 され ・ 結
局,1946年 に連 邦 行 政 手 続 法(FederalAdministrativeProcedureAct・AI)A)が制 定 さ れ1ζの で あ る。
三 アメリカの行政法の適用範囲
一 ア メ リカ に お い て,行 政 法(administrativelaW)と}ま、 政 府 の 行政 作 用(theadministrative
operationofgovernment)を規制 す る法分 野 である とい われて い る。 したが って,こ の意味 での行
政法は,行政庁が行使できる権限σ～範囲を明 らかに し,行政庁の椎限の行使に関する法原則を確定 し・
行政 処分 によ り不利 益 を受 け左相手方 に法的救 済Gegalremedies)を与 え るた めの法原則 を定 めてい
る法分 野 であ る とい うこ とがで きる。
こ の行政 法 の内容 を整理 す る と,そ れ は,,.{1府政庁 の権 限 とそ の範 囲,(2)行政処分 を行 う場 合 の要
件,{3)行政 庁 の違法 な行政処分 に対 す る行 政救 済,と い うζ とにな る。 したが って,ア メ リカ の行政
法の概念は,わ が国や西 ドィッ,フ ランスのよ うないわゆる大陸行政法ρ概念よ 旦も狭い ≧い うこと
が で き る。 ・
とくに,ア メ リカ行政法 と大陸洗の諸国家の行政法 とを比較 し咋場合・一般 に指摘 される点である
が,ま ず,ア メリカの洗原則には大陸法的意味の公法 と私法 との区分 がない とい うことができる。す
なわ ち,ア メ リカにおいて は,行 政法上 の事 件 は,私 法上 の事件 と同 じく,・司法 裁判所 が管轄 し・普
通法(ordinaエylaw)の裁 判原 則 に基づ いて裁判 が行 われ る。
また,わ が国は じめ,大陸法国家の行政法学が取 り扱っている公務員法や財産の取得 と管轄などの
いわゆる行政法の各論 の分野 の問題は,ア メ リカにおいては行政学上の問題であって,行 政法学上ゐ





段 の問題 を取 り扱 う学 問 であ る。 ㌔ ㌔
=以 上の主ろの 目的 を実現 しよ うとす為アメリカ行政法は,具 体的には1,行 政庁の委任立法,②
行政 手続,〔3}行政救済 の三 つ の分 野 を取 り扱 う学 問 で ある とい うこ とにな る。 こ の うち,現 在,と く
に間 遮 とな っ て い る の が,行 政 手 続(administrativeprocedure)の問 題 で あ る。 こ の行 政 手 続 の分 野
は,近 年 にお いて と くに関心 の もたれてい る分 野℃ あ る。 す なわ ち,'従来,ア メ リカにお いては,行
政庁it対す る権限の委任 と行政処分に対す る行政救済が行政法 の主要問題 とき為 て い た が,.現在で
は,行政庁ゐミ権限を行使す る場合,ど のよ うにすれば適正 に行政権 を行使できるかとい うことが重要
な問題 とな'rてい るめ である。 そ の意味 で行 政手続 の基本原 則 を規定 しでい る法 律 が,1946年の連邦
、,rF
行 政 手 続 法(FederalAdmihisfrativeProごedureActof1946)であ る』
また,個 々の行政実定法は,行 政庁が当該実定法に墓参マ・て行政 を執行 しそいく場合の行政手続 と
裁判所にまる行政救済 とゐ関連}とおびて問題 となるに止ま'る。 したがって,ナ メリカの行敷法学 にお
卜 国 コ1'
い七ば 行政実定法 は行政手続 と行政救済を取 り扱 う範囲たおいて問題 とされるのである。とれ は,'』
i'
まだ,ア メ リ'カの行政法 演行政庁 を規 律す る法 体系 で ある と》・うこ と℃ あ り,'わが国 のよ うに,警 察
法1都r3計画法,国 家行蔵嶺繊法∴河朔法 といった佃別法の考察1ま,【具体的 にはなされないと1いう・こ
とで あ る。
三 連邦行政手続法の規定によると,「行政機関」 とは,合 衆国議会溶よ呑合衆国裁判所などを 除 く
合衆国政府の権限を行使する者機関 をい う,と されてお り,その定義の範囲が極めて広い。 しかし,
アメリカの行政法学者が曲心をもって研究している分野は∴圭として行政庁の作用が私人あ権利義務
'
に変 動 を及 なす分 野で あ る。'しだカミず(∵ ア メ リカゐ行政 法 は','つぎの分 野 ほ取 り'扱わ な'いめ'であ
るCす なわち,(1廠府の最 も重要な機能の一つに防衛問題があるが,・こみ防衛に関テる行政作用め問
題は徹 法嚇 囲か ら排除 されている.そ の酬1は,防 鉦 ゐ作用は,戒厳令が発令されたu以 外
、9
は,対外,す なわち国外の問題 を取 り扱 っているからである。 こみよ うな対外問題に歯す る国家作名
と行政法 との関係か ら考 えると,外交問題た関する国家作用 も行政法から除外 される。老の理由は,
防衛問題 と同 じく個人の権利義務に係わ らないカ・らである6.
四 さちiと;国家機 関 内部 に関 する問題 として,た とえば,庁 舎管理(maintenanceofquarters),記
録 保 管(custodyofrecords),人事 事 項(personnelmatters)および 国 庫 管 理(fiscalmangemellt)と
い ら だ'「行 政 庁 め内 部 管理 機 能 」 ぐ`housekeeping"functions)なとが あ る 。
この機能 は,執 行部(executiセebranch)1ヒ関す る機能 丁 あ る0こ れ らの機 能は,政 府 の内部 事項
に関す るもあであ り,個人の権利義務に係る問題ではない0と めほか,政 府機関1とは,行 政計画の作
成,資 料の蒐集および報告の提出を目的 として設置 されているもの もあるが,これ らの機関は,'行政
'の実態 を把 握 す るた めに設置 され た もので あ る
。『しか し,と れ らの機関 は,・私人 の権 利ジ義務 に直接




1,こ のための行政機 関 が設 置 され てい る。 そ の代表的 な もの と して,"TennesseeValleyAuthority
が あ る。
この行政機関 には,私 企業 に適用 される法律 に類似 した法原則が適用 されている。
五 以上,ア メ リカの行政法が取 り扱 う行政作用 と政府諸機関 との関係を考察 したが,こ れ を整理す
る と,結 論的 には,二 種 の政府 機関 の問題 を取 り扱 うとい うこ とにな る。 すな わ ち,一 つは・ 一 般 に
「親潮機 関」(regulatoryagencies)といわれて い る国民 の権 利 ・義 務 に関 す る職務 を扱 う機 関 に係 る問
題 で あ る。 そ れ は,具 体 的 に は,州 際 通 商 委 員 会(lnterstateCommerceCommission)のよ うな 行 政 機
関 である。もう一つ の行 政機 関は,恩 給,身 体 障害,福 祉事 業 の認定,政府保険(governmentinsurance)
などのよ うな社会的,経 済的福祉を増進するための機関 である。これ らの機関は,州 において も,ま
た,連 邦 にお いて も設 置 されて い る。
連邦 の社会福祉事業 について一言触れると,こ の事業 には,老 人,遺 族∴身体障害者 に 対 す る 保
障,老 人医療保険,医 療扶助,扶 養家族への助成,復 員軍人年金その他め扶助,労 働者補償な どがあ
る。これ らの事業を実施ナる連邦行政機関 として,社 会保障庁,在 郷軍人庁および合衆国雇用者補償
委 員 会(UnitedStatesEmployees'CompensationCommission)カaある ・
六 アメリカの行政法学者が研究 の対象 としてきたのは,主 として,'前者 の規制行政機関についてで
ある。それ は,個 人 の権 利,義 務 に関す る事項 に係 る問 題 であ るか らであ る。1したが ってジ:アメ リカ
の行政法理論が展開 され,研 究が進められているのは,こ の規制行政機関の分野についてである。 し
かも,そ の規制行政機関で採用されている手続は,裁 判所において採用 されている対審手続 と同様の
手続である。行政過程の司法化 とい うことがいわれ るが,こ れは,行政機関が私人の権利 ・利 益を侵
害す るよ うな権 力行 為 を行 う場 合 の規制 手続 の こ と・をい うので あ る。 しか し,最 近 では;'行政法学 者
の関心は,行 政機関め権力的規制の分野だけではなく,非規制的分野へ と移 ってきている。このよ う
に,行政法学着の研究対象が変化 してきたのは,福 祉国家の確立の主張 により,国民の一部に政府の
援助を求める傾向が強 くなってきたことに原因がある。
七 この よ うな一 部市民 に対す る国の経 済 的助成策 の拡大 は,非 規制機 関(hOnrεgUlatOryagencies)
の機能 の拡 大 を意味 す る。 そ して,そ れ は,保 健,「教 育,福 祉 に関 す る行政 庁 の職 務 の拡 大 を意味 し,
他方,州 際通商委員会のよ うな規制行政機関の職務は減少することにな った。このことは,非 権力的
行政 ない しは非規制 行政 の拡大 とな って現 われ てい る。 こ のため,現 在,ア メ リカの行政 関係 の法律
が増大 しているのは,非 規制行政の分野であh,20世紀後半において,ア メ リカの行政法 が国民の要
望に十分 に対応できるか否 かは,こ の非規制行政の分野についての研究が適切にな されたか否かにか
か ってい るのであ る。
四 アメリカの行政法 と行政機関の機能.
一 従来のアメリカの行政法は行政機関を中心に展開 されてきたため,行 政法に関する研究は,行 政
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機関にどこまで立法的機能や司法的権能 を付与す ることができるかとい う問題に向けられてきた。た
とえば,法 務総裁の委員会 は,行政機関の規則または処分により個人の権利義務 を現制する権限 をど
こまで行政機 関 に認 め るか が,'行政 法 の:重要 な研究 課題 であ る としてい る。 この こ とは,行 政機 関 に
どこまで規則を制定する権限を認め,ま た,ど こまで裁決する権限を認めるかが問題 となっていると
い うこ とで あ る。
ここに,行政機関が行使する規則制定権 と裁決権の限界が問題 となって くる。すなわち,こ の二つ
ゐ権 限 は,"個人 の権利'・利益 に影 響 を及 ぼす か らで ある。
'Lたがろて,行政過程における行政機関 の地位には,{1}行政機関が裁判所 と同 じく当事者聞 の争い
につ いでの裁断者 として・の地位 にある場合 と,{21裁決 の対象 とな っている恋仲 にお いて行 政機関 が当
事者 の一方 と して の地 位 にあ る場 合 との二 つ があ るとい うこ とにな る。
.すなわち,ア メ リカの行政官は,7その本来の機能 である行政執行権 を行使す る権能 を有す るだけで
はな くジ・・行 政機関 が行 った行政 作用 に伴 って生 じた紛争 を解 決す る権 限 を も行使 す る.。したが って,
行政機関は∫自己の行った行政作用について,争訟当事者の一方の立場 に立つ場合があると同時に,
,
行政が法規に違反 して行われ ることを予防 し,その発生 を防止するため,自 ら監督権を発動 し,また,
法規違反者 に対 し訴追権を発動する場合がある。 このことは,行 政機関が行政作用を行 う当事者 であ
'る と同時1高 そめ行政 作用 によ って発生 した紛争 を解決 す る権限 を有 して い るとい うこ とであ る。 し
かもこめ場合の行政上の紛争はう裁判官ではな く,行政機関の担当者が処理す るのである。この点が,
行政機関 と裁判所 との基本的な相異点であることはいうまでもない。また,行 政機関は,私 人相互間
の事件を決定する権限を有する。たとえば,.州際通商委貴会 は,運送業者の違法行為により損害 を う
けた荷主 の損害賠償請求事件について裁定を下 し,.損害賠償について決定を下すことができる。
・このよ うに,.アメ リカの行政機関は当事者悶の紛争を処理する権限を賦与 されている場 合 が あ る
が,し か し,そ れ は行政 機 関 の職務権 限 の一 部 を構成 してい るにす ぎない のであ る。 したが って,行
政機関は,行政執行権,規 則制定権および裁決権を有 しているということになる。
二 行 政機 関 は多 くの規制権 を有 してい るが,そ の規制権 は,つ ぎの三 つ に大別 され る。 す なわ ち,・
{1}認可権一 行政機関は,一定 の経済活動に介入する権限を有する。(2}料金制定権一 行政機関 は,
料金認可権 を賦与 さ劉ている。{3}事業執行許可権一 行政機闘は,事 業の執行下命権及び禁止権 を賦
与 されて い る。
規制行政機関は,市 場操作の欠陥の是正などの経済規制 を主たる目的 として活動 してきた。 これ ら
・め規制行政機関には,従来の原子力委員会,民 間航空委員会,連 邦通信委員会,連 邦取引委員会,州
際通商委員会,全 国労働関係委最会,証 券取引委員会な どの各規制行政機関のほかに,最 近15年ほど
の間に創設 された新 しい規制機関 として,環境保全庁,労働安全衛生庁,消費製品安全委員会がある。
これ らの規制行政機関の管轄権の特色は,経済機構全体 を規制 しているところにあるが,新 しく創




三 規制行政委員会は,同 等の権限を有す る委員からなる合議機関であり,大統領個人 に対 してのみ
最終的に責任を負 う各省庁とは,構 造上,基 本的に異なる。規制行政機関が有 している規制権は,各
省庁にも法律によって賦与されてお り,各省庁は,規 制権のほか,.国民に対する授益的給付機能 をも
遂行 しているのである。各省庁は,行 政府の一つの雀であり,規制行政委員会のよ うな独立性を有 し
て いな いのであ る。
行政各省庁 と行政委員会とを対比 した場合,行 政委員会は特定の職務を遂行するために設立 されて
お り,そ の構成 員は,専 門家 の集団 であ る。 これ に対 し,各 省庁 の長官 は,り 般 的 にい って 政 治家 で
あ り,長官 の指揮下 の省庁は,巨 大な集団であるが,長 官自身が遂行 できる職務は,特 定の行政活動
の表面 的な部分 にす ぎない。 このため,下 位機 関へ の広範 な権 限 の委 任'とい う問題 が 生 ず.る。 これ
は,長 官 の名 にお いて執行 され る決 定 が,下 級職 員 によ り行 われている9とい うことで ある。 また,…行
政各省庁が執行す る政策は大統領の指揮の下にある。
これに対 し,規制行政委員会は大統領から独立 してお り,その構成員は,.大統領が任命するが,法
律上大統領に対 して責 任を負わないのであるも
五 ア メ リカの行 政 機 関 と適 正 手続 一 ・ 『
・ 、i}・ ・i
一 ア メ リカにおいてゴ行政法 が行政法 と して一層 の展開 をみせた のは,・1929年に発生 した世界 恐慌
を解決 す るた めのニ ュ・一ディール政 策 の実施 によって であった。 すな わち,'この 二三rデ ィ戸ル政策
の実 施 のため に,行 政機 関が設立 され,行 政法理論 が発展す るこ とにな るのであ る。 ・
アメ リカ行政 法上問 題 とな ったまず第一 の点 は,ニ ューデ ィール以降 に行政機 関 に対 ルて な され た
広範な権限 の委任 が適法 か否 か とい うこ とであ った。 この点 につい て,1935年,,最高裁 は,.初期 の;
ユ ーデ ィ ール 政 策 の 一 つ で あ った 国 家 産 業 復 興法(NationsIndu6tr董alRecovery.Act)が過 度 の 権 限
を行政機関に委任 しているとして,無 効であると判決 したが,そ の後10年足 らずの うちに権限の委任
についての制限基準 を定 めずに権限の委任を認めている法律を適法 と判断する よ うに なった。ζれ
は,結 果的には,裁 判所 が経済問題に[莫1しては立法者の見解に服す ることを意味 した6.,
二 裁判所が権限を委任する法律を合憲 としたのは,行政 を担当する行政官の専門的知識を裁判官が
尊遍 したためである。 このような裁判所 と行政機関との関係を前提 としたアメ リカの行政 法 の歴 史
は,行 政権 に対 す る司法権 の介入 が制 限 され るのに比例 して行政権 が拡 大・してい.く歴 史で あった とい
うことができる。,・.
しかし,こ のよ うな行政権の拡大は,一 方的に展開されてきたわけではなく,行政権の行使を抑制
する機能を果 したものとして,1946年の連邦行政手続法がある。 この連邦行政手続法は,行政機関が
行政処分 を行 う場合に遵守 しなければならない最少限の基準を定めたものである・このよ うな行政権
の拡大 に対 す る抑制 は,連 邦 だ けで はな く州において も,行 政手続法 の制 定 によ'り・ その輝 向が顕著
とな った の で あ る。 …
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三 このよ うなア メ リカ行政 法理論 の動 向 に'あって,1936年以,.N'1の行 政法 において は,行 政 機関 に対
する鰍 の委働 澗 題 となっていたカミ・M・・騨 事件を契機 として行政手続の問題へ と論点が移って
いったのであ り,その後35年間は,規 制行政機関を中心 とした論議 がなされ,現 在では,社 会福祉の
分野が主 として謝 られるよ うになった・そ して,行 政手続 の保障は,眠 の権禾呵 り益を制約する
場合のみでな く・社会福祉の面にも要求 されるにいたったのである。
六 わが国の行政法と行政手続論の動向
一 お梱 の行政灘 ・従来,行灘 喉 越的地位の蘇 翻 戯 して,駅 と繊 を文拉 せしめ,
国民 を国家に服従せ しめる関係を規律する法 として構成 されてきた。 したがって,.行政権力を抑制な
いし規制す る理論 としての性格は極めて稀薄であ り,ま た,国 民の権利利益 を保護するための行政手
続理論が展開 され る素地は存在 しなかったといってよい。
ところが,第 二次大戦の敗戦後,ア ぞリカを中心 とする連合国によ りわが国の法制度の改革が行わ
れるに伴い,わ が国の研究者 もアメリカ行政法理論の研究に目を向けざるを得ず,ア メ リカ行政法の
特色である行政委員会を中心 とした行政手続論 についての研究が進んぢのは当然であった。.
ω昭和20年代において,鵜 飼信成博士はわが国行政法への 「行政手続Jの 導入についてっ ぎのよう
に指摘 していた。、す なわ ち,.(1)わが国 では,行 政的権 力 の解 体こそ問題 で あって,そ の意 味 か らい う
と,行政手続を構成する場合の基本的な要請は,.何よ りもまず,国 恥 の権利 ・自由が侵害 されないよ
うに司法的原理の要請をできる限 り充足するものでなければな らないこと,121の場合の行政手続に
ついて,司 法 手続 と同 じよ うな適法手続(dueprocessoflaw)の要請 が充足 され なければ な らな い
辱
か否かは慮 法上若欄 題があるカ㍉ 立法政策的 には問題がないと考 えられること,わ が国において
は識 後 の行政的規制の中に司法的原理 に基づ く英米法的な行政手続の腱 をもち込 もうとするな・ら
ば,司 法的手続 を厳格に守るとい うことか ら始めなければな らないこと,な どを指摘 していた(鵜 飼
信成 「行政法の歴史的展開」(有斐閣)昭 和27年》。そして,ア メ リカ行政法からわれわれが学 ぼ うと
す る場合は・社会的背景がアメ リカ納 本 とでは全 く異なっていること雄 視 してはな らない と欄
して い た。
(2J昭和3G年代は,行 政手続 の必要性が叫ばれ,第 一次臨時行政調査会 も行政手続法華:案を答ゆし,
,
地方裁判所 も学会 も,行政手続に関心 を示 した時期であった。 レかし,ア メリカの行政法ない し行政
手続の磯 厳 耐 なもので・その実態1・まで立 ち入 った ものではなかった瑠 われる。すなわち鵜
飼 博士は,.この時 期 において も,わ が国 の行政 法学 は,.アメ リカ行政法 の研究 を踏 ま え て,「行 政処
分そのもの舩 蕨 当好 繍 轍 の問題を救済醐 題や欄 の問慰 磯 釣に」関連づけて考える
.までには展開 して いなか った こ とを指摘 してい た。
わが国の行政法学 の理論構成 にも,また行政法学の教育 にも重要な影響を与 えた田中二郎博ゴ,の著
書 においても,昭和30年代には,「適正手続」すなわち行政手続の観点か らす る論述 は明確にはなされ
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ていなか った(昭 和32年「行政法総論」有斐閣,及 び昭和39年「新版行政法」(全訂第一版)弘文堂)。
(3}昭和40年代は,高 度経済成長か ら派生 した公害環境問題の対処 とい う点 を無視 しては考えられな
い時期である。すなわち,こ の公書環境問題 を解決す るために,行 政手続の理論が住民参加 とい う形
で実践に移 されなければならなかった。 このよ うな状況にあって,政 府は昭和39年の 「行政手続法草
案」に関心 を示 さなかったが,最 高裁 は,個人 タクシー事業免許申請却下処分取消請求事 件 に お い
て,行 政手続 に関心 を示 すにいた った。 しか し,こ の時期 に,第 二 次世界大 戦後24年に して わが国 の
行政手続の聴聞法制 について空疎なものを感ずるとし,実際の行政 は行政手続以外の ところで行 われ
ているのではないかと指摘 した見解がある(園 部逸夫 「行政手続の法理」有斐閻)。 とい うことは,
適正手続 という法理論以前の問題 として行政が行われ,適 正手続 について関心がない とい うことであ
る 。
他方,行 政法の著書では,行 政の民主化,行 政 の適正化,公 正な行政の実現 といった点か ら行政手
続の必要性 が主張 されていた。すなわち,行政手続の実際の運用上の問題及び行政手続 と司法審査と
いった点か ら行政手続法珪論 を考察 しようとする試 みが行われてきたとい うことである。
{4)昭和50年代は,住 民参加 と行政手続 を結合 させる理論が展開 されたが,具 体的には苦情処理制度
とか情報公開制度といった新 しい考え方が法制度上議論 されるよ うにな り,行政手続 を踏 まえた新 し
い角度か らの行政法の体系化 も試み られ るにいたった。この点 は,多 くの行政法 に関する著書が行政
手続 につ いて一 章 を設 けて取 り扱 って きて い るこ とか らも明 らか であ る。
このよ うな研究者 らの影響を うけて,昭 和59年には 日本公法学会は行政手続法研究会が 提 案 した
「行政手続法案要綱(案)」に基づいて検討 を行 ったq
他方,第 二次臨時行政調査会は,「臨時の専門的な調査審議機関 」 を設置すべきことを提案 した。
しかし,これは,行政手続の検討の見直 し的な性格を有 し,昭和30年代の第一一次臨調時代に逆戻 りし
た感がないわけではない。 このことは,行 政側 の行政手続に対する対応が消極的であるこ.とを示す も
ので ある といわ ざ るをえない。
二 以上,極 めて簡単に,行 政手続 を中心に,第 二次大戦後の40年間におけるわが国の行政手続の研
究の動向を整理 したが,そ の特徴の一つは,わ が国の行政法が,美 濃部 ・田中行政法理論 を軸に展開
され,それ を具体化 したのが行政事件訴訟特例法ない しは行政事件訴訟法であったとい うこ と で あ
る。 しか し,それは,日 本国憲法の司法国家体制の下 で新 しい裁判制度に従来のわが国の伝統的な行
政法理論 を どの よ うに位 置づ けるか とい う性質 の もの であ った。
今後の課題は,日 本国憲法 の国民主権,民 主主義の理念 を前提 として,国 民の権利,利 益を擁護す
るための行政 法理 論 において,行 政 法 を どの よ うに位 置:づけて い くべ きか とい うご とであ る。 そのた
めにも,行政手続法制に関する個々的な細部の点 についての検討が一層要求 されると思われる。
(たなか だて し ょうさつ)
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